
人事行政の運営等の状況の公表 

 

 紀の川市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成１７年条例第３９号） 

に基づき、紀の川市の人事行政の運営等の状況を次のとおり公表します。 

 

  令和２年１１月 

 

                      紀の川市長 中 村 愼 司 

 

 

１ 職員の任免及び職員数に関する状況 

 （１）職員採用試験の実施状況（令和元年度実施 令和 2 年 4 月 1 日採用） 

（単位：人） 

職 種 区 分 応募者数 採用者数 うち女性 

事務職 １２３ １１ ３ 

保健師 ５ ０ ０ 

保育士 １２ ２ ２ 

 

（２）職員の退職等の状況             （令和元年度，単位：人） 

職種区分 定年 
応募 

認定 
普通 死亡 

懲戒 

免職 

任期 

満了 
合計 

一般事務 ６ １    １ ８ 

保 健 師       ０ 

保 育 士 ４      ４ 

技能労務職 ３      ３ 

合  計 １３ １ ０ ０ ０ １ １５ 

  

（３）部門別職員数の状況          （各年 4 月１日現在，単位：人） 

区 分 職員数 対前年 

増減数 
主な増減理由 

部 門 平成 31 年 令和２年 

一 

般 

行 

政 

部 

門 

議  会 ６ ６ ０  

総  務 １１７ １１９ ２ 事業拡大による増 

税  務 ２９ ３０ １ 徴収体制の強化による増 

民  生 １２９ １２３ ▲６ 機構改革による減 

衛  生 ５３ ５２ ▲１ 退職者不補充 

労  働 ５ ４ ▲１ 業務量平準化による減 

農林水産 ４６ ４５ ▲１ 業務量平準化による減 

商  工 １４ １４ ０  

土  木 ２６ ２７ １ 事業拡大による増 



小  計 ４２５ ４２０ ▲５  

特別

行政

部門 

教  育 ５５ ５６ １ 事業拡大による増 

消  防 ０ ０ ０  

小  計 ５５ ５６ １  

普通会計計 ４８０ ４７６ ▲４  

公営

企業

等    

会計

部門 

病  院 ０ ０ ０  

水  道 ２０ ２０ ０  

下 水 道 ８ ８ ０  

そ の 他 ３９ ４１ ２ 人事異動に伴う増 

小  計 ６７ ６９ ２  

合   計 ５４７ ５４５ ▲２  

※職員数は一般職員に属する職員であり、地方公務員の身分を有する休職者、派遣職員などを含み、

臨時又は非常勤職員を除きます。 

 

 （４）定員適正化の目標等 

  ①定員適正化計画の目標 

計画期間 
数値目標 

始期 終期 

平成３０年度 平成３２年度 平成３２年４月１日の職員数５４５人以内 

 

２ 人事評価の状況 

（１）被評価者及び評価者 

被評価者 第 1 次評価者 第２次評価者 

部長 副市長  

次長 部長 副市長 

課長 次長 部長 

班長 課長 次長 

主任以下 班長 課長 

 

（２）評価領域及び評価期間 

能力評価：４月１日から３月３１日 

業績評価：４月１日から３月３１日 

 

３ 職員の給与の状況 

 （１）人件費の状況（普通会計）             （単位：千円） 

区 分 
歳出額 

（Ａ） 
実質収支 

人件費 

（Ｂ） 

人件費率 

(B/A) 
備 考 

令和元年度決算 29,909,476 1,182,673 4,198,147 14.0％  

 (注)人件費には、特別職に支給される給与及び報酬並びに共済費を含んでいます。 



 （２）職員給与費の状況（普通会計）             （単位：千円） 

区 分 
職員数 

（Ａ） 

給  与  費 1 人当た

り給与費 

（Ｂ/Ａ） 
給料 職員手当 

期末勤勉

手当 

計 

（Ｂ） 

令和２年度予算 508 2,007,788 319,223 824,905 3,151,916 6,204 

(注)職員手当には、退職手当は含みません。 

 

（３）平均給料月額及び平均年齢の状況         （各年 4 月 1 日現在） 

区分 
一般行政職 技能労務職 

平均給料月額 平均年齢 平均給料月額 平均年齢 

令和元年度 紀の川市 328,804 円 42.6 歳 366,214 円 52.3 歳 

令和２年度 紀の川市 330,085 円 42.9 歳 352,915 円 52.5 歳 

 

 （４）初任給の状況             （各年 4 月 1 日現在） 

区 分 初任給 

平成 31 年度 紀の川市 
大学卒 180,700 円 

高校卒 148,600 円 

令和２年度 

紀の川市 
大学卒 182,200 円 

高校卒 150,600 円 

国 
大学卒 182,200 円 

高校卒 150,600 円 

  (注) １ 一般行政職の状況です。 

     ２ 初任給の額は、卒業後直ちに採用された場合の額です。 

     ３ 令和元年度初任給の額は、人事院勧告により遡って変更された額です。 

 

 （５）経験年数別・学歴別平均給料月額の状況    （令和 2 年 4 月 1 日現在） 

 経験年数 10 年 経験年数 20 年 経験年数 30 年 

大学卒 262,767 円 357,633 円 414,650 円 

高校卒 214,000 円 - 円 - 円 

  (注)経験年数とは、卒業後直ちに採用され引き続き勤務している場合は、採用後の年数をい 

います。高校卒経験年数 20 年、30 年は対象者が少数のため表示していません。 

 

 （６）級別職員数の状況 

給料表（一） 

区分 
等級別基準職務表に規定

する基準となる職務 

合計 内訳 職制上の段階 

人 ％ 職名 人 人 ％ 段階 

１級 

主事、技師、保育士、保健

師、栄養士、看護師、手話

通訳士及び社会福祉士の

職務 

69 13.3 

主事 

技師 

保育士 

保健師 

58 

2 

6 

3 

69 13.3 主事級 

２級 副主査及び主査の職務 55 10.6 
副主査 

主査 

41 

14 

41 7.9 副主査級 

14 2.7 主査級 



３級 副主任の職務 55 10.6 副主任 55 55 10.6 副主任級 

４級 主任の職務 152 29.3 主任 152 152 29.3 主任級 

５級 
副班長、班長、主幹、専門

員及び副所長の職務 
96 18.5 

副班長 

班長 

主幹 

専門員 

副所長 

6 

62 

16 

2 

10 

96 18.5 班長級 

６級 
副課長、課長、専門監及び

所長の職務 
53 10.2 

副課長 

課長 

専門監 

所長 

10 

32 

4 

7 

53 10.2 課長級 

７級 
次長、部長、室長、審議監

及び技監の職務 
39 7.5 

次長 

室長 

部長 

審議監 

25 

1 

12 

1 

25 4.8 次長級 

14 2.7 部長級 

 

給料表（二） 

区分 
等級別基準職務表に規定

する基準となる職務 

合計 内訳 職制上の段階 

人 ％ 職名 人 人 ％ 階級 

１級 技能員の職務        

２級 技能主査の職務        

３級 技能副主任の職務 9 34.6 技能副主任 9 9 34.6 副主任級 

４級 技能主任の職務 13 50.0 技能主任 13 13 50.0 主任級 

５級 
技能課長、副所長及び所長

の職務 
4 15.4 

技能課長 

副所長 

所長 

1 

2 

1 

4 15.4 技能課長級 

 

 

 （７）職員手当の状況 

期末手当 
６月期 1.3 月分 

１２月期 1.3 月分 

勤勉手当 
６月期 0.925 月分 

１２月期 0.975 月分 

職制上の段階、職務の級等による加算措置：有 

 （注）令和元年度の実績であり、国と同じです。 

 

                       （月分：令和 2 年 4 月 1 日現在） 

退職手当 

区分 
紀の川市 国 

自己都合 勧奨・定年 自己都合 勧奨・定年 

勤続 20 年 19.6695 24.586875 19.6695 24.586875 

勤続 25 年 28.0395 33.27075 28.0395 33.27075 

勤続 35 年 39.7575 47.7090 39.7575 47.7090 

最高限度額 47.7090 47.7090 47.7090 47.7090 

退職時特別昇給 なし なし 



その他加算措置 
定年前早期退職特例措置 

（２％～４５％加算） 

定年前早期退職特例措置 

（２％～４５％加算） 

 

特殊勤務手当 

区分 
職員全体に占める 

手当支給職員の割合 

支給職員 1 人当 

たり平均支給額 

手当の種類 

（手当数） 

平成 30 年度 9.8％ 57,361 円 ５ 

令和元年度 9.9％ 56,556 円 ５ 

 （注）特殊勤務手当は、著しく危険、不快、不健康又は困難な勤務その他著しく特殊な勤務に 

    従事した職員に支給される手当です。 

 

時間外勤務手当 

区分 支給総額 
職員 1 人当たり 

支給年額 

平成 30 年度 132,486 千円 361,984 円 

令和元年度 120,307 千円 334,185 円 

 

                （令和 2 年 4 月 1 日現在） 

管理職手当 

職員の範囲 月  額 

部長 60,000 円 

次長 50,000 円 

課長 40,000 円 

班長 30,000 円 

 

                            （令和 2 年 4 月 1 日現在） 

 紀の川市 国の制度 

扶養手当 

配偶者         6,500 円 

子           10,000 円 

上記以外の扶養親族   6,500 円 

満 16 歳から満 22 歳まで 

の子の加算       5,000 円 

配偶者         6,500 円 

子           10,000 円 

上記以外の扶養親族   6,500 円 

満 16 歳から満 22 歳まで 

の子の加算       5,000 円 

住居手当 借 家      28,000 円以内 借 家      28,000 円以内 

通勤手当 
交通機関 1 ヶ月当たり支給限度額 

           55,000 円 

交通機関 1 ヶ月当たり支給限度額 

           55,000 円 

 

                            （令和 2 年 4 月 1 日現在） 

区分 給料月額 
期末手当 

(年間支給割合) 
区分 報酬月額 

期末手当 

(年間支給割合) 

市長 805,100 円 3.4 月 議長 460,000 円 4.5 月 

副市長 679,000 円 3.4 月 副議長 410,000 円 4.5 月 

教育長 611,100 円 3.4 月 議員 370,000 円 4.5 月 

 （注）平成 19 年 4 月 1 日から市長、副市長、教育長の給料月額を３％減額しており、金額は 

    減額措置後の状況です。 

 

４ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

 （１）勤務時間         （令和 2 年 4 月 1 日現在） 



1 日の正規の勤務時間 開始時刻 終了時刻 休憩時間 

7 時間 45 分 8 時 45 分 17 時 30 分 60 分 

 

 （２）年次有給休暇の取得状況 

 総付与日数 全対象職員数 平均取得日数 

平成 30 年 ２０，１８３日 ５２８人 ９日４時間 

令和元年 ２０，５８０日 ５２５人 ９日７時間 

 

 （３）特別休暇等の種類            （令和元年 4 月 1 日現在） 

種類 付与日数・期間等 

公民権の行使 必要と認められる期間 

証人、参考人等出頭 必要と認められる期間 

ドナー休暇 必要と認められる期間 

ボランティア休暇 ５日以内 

職員の結婚 連続する５日以内（週休日等を含む） 

妊娠中の通勤 １日を通じて１時間を越えない範囲内で必要と認められる期間 

つわり休暇 ７日を超えない範囲内で必要と認められる期間 

産前産後休暇 出産予定日以前６週間（多胎妊娠は１４週間）から産後８週間 

生理休暇 必要と認められる期間 

育児時間休暇 １日２回各３０分以内 

妻の出産 ２日以内 

子の看護休暇 ５日以内（子どもが２人以上の場合は１０日） 

介護休暇 ５日以内（要介護者が２人以上の場合は１０日） 

法事等 慣習上、最小限度必要と認められる期間 

忌引き 配偶者７日、父母７日、子５日、祖父母３日他 

夏季休暇 ５日以内 

妊娠・産後の保健指導等 妊娠期間に応じて付与 

妻の出産に係る子の養育 ５日以内 

感染症等 必要と認められる期間 

天災被害 １０日を超えない範囲で必要と認められる期間 

出勤困難 必要と認められる期間 

 

５ 職員の分限処分及び懲戒処分の状況 

 （１）分限処分者数の状況 

区 分 降任 免職 休職 降給 合計 

勤務実績が良くない場合     ０ 

心身の故障の場合   ９  ９ 

職に必要な適格性を欠く場合     ０ 

職制、定数の改廃、予算の減少に

より廃職、過員を生じた場合 
    ０ 



刑事事件に関し起訴された場合     ０ 

条例で定める事由による場合     ０ 

合 計 ０ ０ ９ ０ ９ 

 

 （２）懲戒処分者数の状況 

区 分 戒告 減給 停職 免職 合計 

法令に違反した場合     ０ 

職務上の義務に違反し又は 

職務を怠った場合 
  １  １ 

全体の奉仕者たるにふさわ 

しくない非行のあった場合 
 １   １ 

合 計 ０ １ １ ０ ２ 

 

６ 職員の服務の状況 

  （１）育児休業及び部分休業の取得者数 

  

育児休業 

 

  部分休業 

令和元年度中に新たに育児休業が取得可

能となった職員 

取得率 

（％） 

取得者数 

 

う ち 両 休

業 取 得 者

数 

取得者数 育児休

業対象

者数 

うち育児休業 うち部分休業 

取得者数 う ち 両 休

業 取 得 者

数 

取得者数 

男性 
   

３    0％ 
   

女性 
４  ３ 

４ ４   100％ 
９  ６ 

計 
４  ３ 

７ ４   57.1％ 
９  ６ 

 （注）「育児休業取得者数」、「部分休業取得者数」、「うち両休業取得者数」の欄の上段には令和

元年度に新たに育児休業（部分休業）を取得した者を、下段には育児休業（部分休業） 

の期間が平成 30 年度から引き続いている者の数を記入しています。 

 

 （２）介護休暇の取得状況 

 
介護休暇

取得者数 

要介護者数（職員との続柄別） 

計 配偶者 父母 子 
配偶者 

の父母 
祖父母 

兄弟 

姉妹 
孫 その他 

男性職員           

女性職員           

計 ０          

 

 



７ 退職管理の状況 

 地方公務員法の改正に伴い、紀の川市職員の退職管理に関する条例を制定し、平

成２８年４月１日から施行した。 

 以下の再就職情報について、退職者に届出をさせる。 

 ●届出事項 

１ 氏名 

２ 生年月日 

３ 離職時の職 

４ 離職日 

５ 再就職日 

６ 再就職先の名称 

７ 再就職先の業務内容 

８ 再就職先における地位 

 

８ 職員の研修及び勤務成績の評定の状況 

 （１）職員の研修の実施状況 

研修名 修了者数 

和歌山県市町村職員研修協議会関係 ２８２人 

交通安全研修「全職員対象」 １５人 

人権研修「全職員対象」 ３６６人 

人事評価研修「課長・主幹対象」 ２６人 

新規採用職員研修 １９人 

新任課長研修 ８人 

階層別研修 ２７９人 

その他 ４４６人 

 

９ 職員の福祉及び利益の保護の状況 

 （１）健康診断等の状況 

区  分 のべ受診者数(人) 

職員定期検診 ２１８ 

 


